
検証を行い、次年度計画に活かすなど、安全衛生の基本的
事項を確実に実施しています。

ところで、こうした活動
が全庁的に展開される背景
には、本庁舎衛生委員会の
強力な指導があるものと思
われますが、意外なことに、
６つの委員会は規程上対等
であり、メンタルヘルス対
策等の全庁的な取り組みを
除き、本庁舎衛生委員会が

他の委員会の活動に介入することはないといいます。独立
性の高い組織体制にありながら、統制のとれた取り組みが
実施されている理由の一つには、市が独自に設けた「市職
員安全衛生調整会議」の存在があります。委員会相互の情
報共有の場として設けられた調整会議には、各委員会から
委員と事務局の代表者が参加し、公務災害防止に向けた共
通目標の確認や年度計画の取り組み状況等の報告が行われ
ます。その効果について、井上主幹は「各委員会の活動概
要が把握でき、お互いによい刺激になります。」と語りまし
た。また、菊地課長は「本庁舎衛生委員会が各委員会の見
本となるよう心掛けています。調整会議を通じて、他の委
員会委員の意識を高めるなど、啓発にもつながっていると
思います。」と評価します。

このように、制度上は横
並びでありながらも、本庁
舎衛生委員会がリーダー
シップを発揮し、他の委員
会をけん引することで、市
は統制のとれた全庁的な安
全衛生活動を展開していま
す。

３　各事業場で展開される安全衛生活動
それぞれの事業場ごとに

積極的な活動が展開される
越谷市の安全衛生。例えば、
学校給食事業所安全衛生委
員会では毎年度「学校給食
運営の手引き」の見直しを
図っています。一番気を使っ
ていることは、各職場（所

長、栄養士、調理員）の意見を反映させること。このため、
まずは現場である給食センターのミーティング等で検討し、
所長会議や栄養士会議でさらに検討を重ねるなどの手順を
踏み、共通認識を図っています。

また、環境資源事業所安全衛生委員会では、DVD教材を
使用した安全教育や近隣事業場の視察等を実施しています。
委員会も毎月1回、年間で12回開催していますが、うち1回
はごみ処分業務の委託先事業者と合同で実施するなど、安全

１　安全衛生の専門部署を設置
越谷市では、平成24年度まで、労働安全衛生に関する業

務を人事課厚生担当が所管していました。しかし、平成25
年度、市は同課から安全衛生業務等を切り離し、これを単
独で処理する安全衛生管理課を新設しました。設置の経緯
について、安全衛生管理課長の菊地 栄一氏はこう語ります。

「メンタルヘルス不調の職員が増加していたことなどから、
健康確保等への取り組みの
充実、強化が求められてい
ました。当課の新設はその
対応の一環であり、安全衛
生の専門部署として課レベ
ルでの推進体制を整え、各
種対策をこれまで以上に推
し進めていこうというもの
です。」

設置時には６人であった職員数も、現在は７人と体制強化
が図られ、産業医面談や研修会の実施回数の増加、全国安
全週間等における取り組み（職場巡視や啓発）を新たに実
施するなど、安全衛生活動の充実につながっています。また、
専門部署として役割がより明確になったことから、同課は
職場巡視や研修会等の機会を通じた安全衛生活動の積極的
なアピールにも努めています。安全衛生管理課主幹の井上 
雅樹氏は「青い腕章を付けて職場巡視を行うことで、職員
も衛生委員会の存在に気付くようになりました。活動が周

知されてきたことの表れを感じます。」と語りました。
さらに、懸案であった健康管理対策の充実も図られまし

た。産業医面談は従来の月１回（午後）から毎週１回（午前・
午後）へと増加。コマ数では８倍となっています。保健師
で安全衛生管理課副課長の佐々木 明美氏は、「産業医の助言
を得て職場復帰支援がより迅速に行われるようになりまし
た。また、これまでは発症後の事後的な対策に時間が割か
れていましたが、産業医面談の回数を増加したことで、メ
ンタル不調の予備軍的な職員を把握し所属長と連携を図る
など予防的対応についても
早期対応が可能となりまし
た。」と効果について語りま
した。

安全衛生管理課の設置は、
安全衛生を重視する市の姿
勢の表れです。その期待に
応えるべく、同課は安全衛
生の向上に日々取り組んで
います。

２　調整会議による委員会相互の連携
労働安全衛生法令では、毎月１回の安全・衛生委員会開

催を定めていますが、「議題がない」、「委員が集まらない」
等の理由から実践できていない自治体も少なくありません。
そうした中、越谷市では、市職員安全衛生管理規程に基づ
き設置された６つの安全・衛生委員会全てで月１回の委員
会開催が適切に実施されています。

越谷市安全衛生管理体制
委員会名称 対象課所数 職員数

安
全
衛
生
調
整
会
議

本庁舎衛生委員会 131 1678
児童福祉施設衛生委員会 21 860
環境資源事業所安全衛生委員会 1 65
市立病院衛生委員会 22 613
学校給食事業所安全衛生委員会 3 148
消防本部衛生委員会 11 339

菊地課長は「市の管理規程に定められた事項ですから。」
と当然のように話しますが、委員会を形骸化させないための
工夫を怠りません。例えば、年度当初に開催日と議題の概
要をあらかじめ決めておくことで委員への意識づけを図り
ます。これにより参集率も高まるといいます。また、健康
診断受診状況や職場環境測
定の結果等の報告事項も多
数あるので、毎回様々な意
見が交わされ、委員会の活
性化が図られています。ほ
かにも、全ての委員会が年
間活動計画を作成し、効果
的な活動の実施とその評価、

　越谷市では、月１回の委員会開催などが事業場ごとに実
施されています。また、課題であるメンタルヘルス対策では、
産業保健スタッフの充実や産業医面談の強化等が図られて
います。こうした活動を安全衛生の専門部署である「安全衛
生管理課」が中心となって推進する越谷市の取り組みを紹
介します。

取り組みのポイント

●職員の安全衛生を担当する専門部署として「安全
衛生管理課」を設置

●全ての安全・衛生委員会が月１回の委員会開催を
実施

●職員安全衛生調整会議を通じて各委員会が情報
を共有

アドバイザーより一言

　越谷市では安全衛生の専門部署で
ある安全衛生管理課を中心とした体
制を整備しています。市職員安全衛生
管理規程に基づく安全・衛生委員会は
６つありますが、その全てで毎月欠か
すことなく委員会を開催するとともに、
各委員会の代表が参加する職員安全

衛生調整会議を開催し、意見集約と事務局からの情報提
供により、統制の取れた活動を行っています。
　委員会単位で作成する安全衛生管理計画では、基本
的な事項を全組織統一するとともに、作業部門における
安全活動の充実など各組織が固有の事項を追加していく
ことで、漏れのない計画を策定しています。そして新年度
計画には前年度の自己評価結果を記載するなど、ＰＤＣＡ
の視点を取り入れています。
　メンタルヘルス対策では、精神科医による相談回数を
増やすなど様々な施策を行っています。社会的にメンタル
不調者が増加傾向にある中、横ばいを維持していること
からも、これらの施策が功を奏しているものと思われます。
　今後はストレスチェック制度による集団的な分析などを
活用し、更なるメンタルヘルス対策が進むものと期待して
います。

中央労働災害防止協会　関東安全衛生サービスセンター
安全・衛生管理士　川口 泰史

意識の共有に努めています。
現在、同委員会では、KYT
研修を検討しているそうで
す。市リサイクルプラザ運
転業務主任の川尻 誠氏は

「事故を起こさないためにも
職員の意識改革は必要です。
そのため、職員にKYT研修
を受講させたいと考えてい
ます。予算面から課題も多くありますが、全職員に受講さ
せたいので、外部研修への参加ではなく、事業場内研修を
目指して検討を進めています。」と更なる安全の向上に意欲
を見せています。

こうした各事業場の取り組みについて、井上主幹は「ど
の事業場も安全衛生の意識は高いです。お互いの良いとこ
ろを参考にして活動の質を高めていきたい。」と語りました。
それぞれの事業場に共通する安全衛生意識の高さ。各担当
者のお話を伺い、事故のない安全な職場を築きたいという
強い思いが伝わってきました。

■ 研修等を充実させ職員のスキル
アップを図っていますと語る菊地課長

■ 産業医との連携が深まったと
話す佐々木副課長

■ 全ての事業場の職員を対象に
開催されるメンタルヘルス研修

■ 事務局として委員会活動を
けん引する川尻主任

■ 各委員会とも安全衛生の意識は
高いですと語る井上主幹

■ 学校給食運営の手引き

■ 隔月で実施される空気環境測定

■ 安全・衛生週間の期間中
安全衛生標語が庁舎内に

掲示される

■ 照度測定など作業環境のチェックを行う
委員。青い腕章で活動をアピール
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地方公共団体における労働安全衛生活動レポート

埼玉県越谷市
面積 60.24㎢

人口 339,049人
（2016年12月1日現在）
人口密度 5,628人/㎢

city profile ci ty of f ice
越谷市役所
〒343-8501 埼玉県越谷市越ヶ谷四丁目2番1号

（取材先：安全衛生管理課）
職員数　2,789人　（2016年4月1日現在）

内 

　訳

一 般 行 政／1,462人
教　　　育／　286人
消　　　防／　327人
公営企業等／　714人越谷市

Koshigaya City

専門部署を設置して安全衛生の取り組みを強化

公務災害防止の現場から　2016 3 4


